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第 1 章 緒⾔ 
Ⅰ．背景 

超⾼齢社会を迎えた我が国にとって⾝体機能の低下や転倒による⾻折者は年々増加傾向
にある．受傷後による治療やリハビリテーションはもとより，地域在住⾼齢者に対して早期
に介護予防を⾏い，健康寿命を伸ばすことが我が国における⼤きな課題となっている． 

実際に介護予防に関わる要介護のリスク要因については，⼼⾝機能低下の要因 4-12）や，⾝
体機能の低下以外に 1 年間の転倒歴や排せつ障害，主観的健康観の不良，外出頻度，疾病
数，転倒の有無，同居家族以外の⽀援 14-16）などがコホート研究によって検討が⾏われてい
る．また，要介護度が重度であるほど，その後の死亡率が⾼いとされており，要介護状態も
死亡のリスク 30)となっている．そのため，⾼齢者の死亡予測因⼦ともなる要介護状態の予
防が，⻑期的なリスク要因の予防となると考えられる．要介護リスク要因の縦断的な変化と
しては 8),40-45）虚弱，フレイルへの変化がその後の死亡の要因となることや，⾝体機能の横
断的な低下と合わせて縦断的な変化により⾼い死亡リスクがあるとされている．しかし，要
介護リスク要因の変化を変数として将来の要介護状態に影響するかは検討されていない． 
現在，介護予防事業の総合事業において地域在住⾼齢者の⼀般予防事業対象者選定のた

め基本チェックリストが使⽤されており，基本チェックリストを⽤いて多くの要介護リス
ク要因が検討されている．基本チェックリストはハイリスク対象者スクリーニングのため，
要介護認定の予測妥当性が検討されており 45),61-65），ハイリスク対象者をスクリーニングす
る上で有⽤な評価指標と考えられる．また基本チェックリスト総合点による虚弱状態の分
類によって⾼齢者の依存症および死亡率の発⽣を予測する検討 68)が⾏われている．しかし，
総死亡と基本チェックリストの各領域の関連を検討したものは少なく，各機能との関連を
検討することによって，要介護から総死亡までの幅広い予防へつながると考える．基本チェ
ックリストは総合事業において地域在住⾼齢者の⼀般予防事業対象者選定に⽤いられてい
るため，予防効果検証において予防事業選定時の評価を⽤いて，解析対象者の選定を⾏うこ
とによって予防事業が健康寿命の延伸のために効果があるか明確になるのではないかと考
える．  
 
Ⅱ．⽬的，意義 

介護予防・⽣活⽀援サービス事業対象者の選定に⽤いられている基本チェックリストの
新たな活⽤法を検討する．新たな活⽤法として，転帰予測と介護予防の効果検証に⽤いるこ
とである．基本チェックリストの悪化を要介護認定の予測因⼦に⽤いて継続的に基本チェ
ックリストを実施することによって今まで使⽤されてきたハイリスク対象者の選定だけで
なく，ポピュレーションアプローチのためのスクリーニング指標として活⽤できるのでな
いかと考える．また，死亡まで⾄るハイリスク対象者に対する予測に⽤いることが可能であ
れば，⻑期的な予測が可能なスクリーニングとして⽤いることが可能となる．また，介護予
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防事業の効果検証にベースラインの基本チェックリストを⽤いて⾏うことで，地域在住の
ハイリスク⾼齢者に対する中期的な予防効果・介護予防事業選定・予防事業⽅策の検討に繋
がると考える． 
 
Ⅲ．ベースラインの対象  
埼⽟県A市の 65歳以上全⾼齢者を対象にして，2012 年度は 2012 年度に偶数歳の年齢で

ある対象者，2013 年度には 2013 年度に奇数歳の年齢である対象者に郵送で基本チェック
リストを配布調査した．2012 年度の返信者は 28,307名であり，2013 年度の返信者は 27,683
名であった．さらに 2012 年度の対象者と対応した 2014 年度の偶数歳の対象者（36,871名）
に基本チェックリストを配布し，返信者は 29,798名となった．  
 
Ⅳ．⾔葉の定義 
＜基本チェックリストの悪化＞ 

2014 年度の基本チェックリストにおける領域ごとの点数から，初回配布である 2012
年度基本チェックリストの領域ごとの点数を減じたものを基本チェックリストの変化
とした．基本チェックリストの変化が正の数となると「基本チェックリストの悪化」，
0 を「変化なし」，負の数を「改善」と定義した． 
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第 2 章 第１研究  
地域在住⾼齢者の基本チェックリストの各領域と 3 年後の転帰との関連 
−新規要介護認定と総死亡のリスク要因について− 
 
Ⅰ．⽬的 

地域在住⾼齢者における基本チェックリストの各領域が地域在住⾼齢者の３年後以降の
転帰として新規要介護認定と総死亡に関連するリスク要因となるかどうかを明らかにする
ことである．  
 
Ⅱ．対象  
① 新規要介護認定の検討 

2012 年度に基本チェックリストの返信があり，質問項⽬の回答に 1項⽬以上に⽋損
があるもの，2012 年度から 2014 年度の間に新規要介護認定・死亡・転居したもの，追
跡が困難なものを除いた地域在住⾼齢者 20,747名． 

② 総死亡の検討 
  2012 年度に基本チェックリストの返信があり，質問項⽬の回答に 1項⽬以上に⽋損

があるもの，2012 年度から 2014 年度の間に死亡・転居したもの，追跡困難なものを
除いた地域在住⾼齢者 22,021名． 

 
Ⅲ．⽅法  
① 転帰 

・新規要介護認定 
2015 年度から 2017 年度における新規の要⽀援・要介護認定をカテゴリーとして「要 
⽀援・要介護なし」，「要⽀援・要介護認定」とした． 

・総死亡 
2015 年度から 2017 年度における死亡をカテゴリーとして「⽣存」，「総死亡」とした． 

② 基本チェックリスト 
   各領域のリスク判定に該当したものを「要介護リスク判定該当」とした． 
③ 解析⽅法 

Cox ⽐例ハザード分析によりハザード⽐（hazard ratio：HR）を算出した．従属変数
を 2015 年度から 2017 年度の新規要介護認定または総死亡とし，⽣存期間は基点を
2015 年 4⽉ 1⽇とした⽇数を⽤いて分析した．独⽴変数として基本チェックリストの
各領域の要介護リスク判定該当を⽤いた．  

 
Ⅳ．結果  
 新規要介護認定の検討における解析対象者の平均年齢は 71.7歳(標準偏差 5.4歳)，2015
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年度から 2018 年度の 3 年間における新規要介護認定発⽣者は 2,138名（10.3％）であった． 
総死亡の検討における解析対象者の平均年齢は 72.1歳(標準偏差 5.7歳)，2015 年度から

2018 年度の 3 年間における総死亡は 837名であった． 
基本チェックリストの各領域の該当の有無による新規要介護認定者数，総死亡者数につ

いて，新規要介護認定の検討，総死亡の検討共に，全ての領域において要介護認定数割合に
有意な差がみられた．調整済残差より全ての領域において，各領域の要介護リスク判定該当
しない⽅が転帰なし，各領域の要介護リスク判定該当した⽅が転帰の発⽣者が多い結果と
なった． 

Cox ⽐例ハザード分析の結果では，新規要介護認定には，「運動機能低下」，「低栄養」，「認
知機能低下」，「うつ」， 総死亡には，「運動機能低下」，「閉じこもり」，「認知」において有
意にリスクが⾼かった．  

 
Ⅴ．考察 

新規要介護認定の検討については要介護認定を 2 年間受けていない，また総死亡の検討
では，基本チェックリスト調査時に要介護認定を受けていないという⽐較的健康な⼈が対
象でありながらも，基本チェックリストの⼀部の領域がリスク要因として抽出された．また，
基本チェックリストの各領域が新規要介護認定と総死亡のリスク要因として抽出されたこ
とから，基本チェックリストを⽤いた早期からの介護予防と総死亡の予知に有⽤であると
考えられる．ハイリスク⾼齢者には運動器の低下に加え，認知機能や⾼度な遂⾏機能の低下
が転倒に影響する 17)ことも報告されており，新規要介護認定と総死亡に共通するリスク要
因である「運動」，「認知」は早期の予防が重要であると考えられる． 
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第 3 章 第２研究  
地域在住⾼齢者における 2 年間の基本チェックリストの悪化と新規要介護認定・総死亡と
の関連 
 
Ⅰ．⽬的  

地域在住⾼齢者における 2 年間の基本チェックリストの各領域の変化が 3 年後の新規要
介護認定，総死亡に関連するリスク要因となるか検討する．  
 
Ⅱ．対象  
① 新規要介護認定の検討 

2012 年度と 2014 年度の両⽅の基本チェックリストに返信があり，質問項⽬の回答
に 1 項⽬以上に⽋損があるもの，2012 年度から 2014 年度の間に新規要介護認定また
は死亡・転居したもの，追跡が困難なものを除いた地域在住⾼齢者 11,174名． 

② 総死亡の検討 
  2012 年度と 2014 年度の両⽅に基本チェックリストの返信があり，質問項⽬の回答

に 1項⽬以上に⽋損があるもの，2012 年度から 2014 年度の間に死亡・転居したもの，
追跡が困難なものを除いた地域在住⾼齢者 11,769 名． 

 
Ⅲ．⽅法  
① 転帰 

・新規要介護認定 
2015 年度から 2017 年度における新規の要⽀援・要介護認定をカテゴリーとして「要 
⽀援・要介護なし」，「要⽀援・要介護認定」とした． 

・総死亡 
2015 年度から 2017 年度における死亡をカテゴリーとして「⽣存」，「総死亡」とした． 

② 解析⽅法 
Cox ⽐例ハザード分析によりハザード⽐（hazard ratio：HR）を算出した．従属変数

を 2015 年度から 2017 年度の新規要介護認定また総死亡とし，⽣存期間は基点を 2015
年 4 ⽉ 1 ⽇とした⽇数を⽤いて分析した．独⽴変数として基本チェックリストの各領
域の変化をカテゴリー変数として⽤いた．  

 
Ⅳ．結果  

新規要介護認定の検討における解析対象者の平均年齢は 72.8歳(標準偏差 5.4歳)，2015
年度から 2017 年度における新規要介護認定は 1,087⼈（9.7％）であった． 

総死亡の検討における解析対象者の平均年齢は 73.0歳(標準偏差 5.5歳)，2015 年 4⽉
から 2018 年 3⽉の 3 年間における総死亡は 398名（3.4％）であった． 
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基本チェックリストの変化による要介護認定者数について，解析対象者を要⽀援・要介
護なし群，新規要介護認定群に分けた場合，調整済残差より全ての領域において，変化な
しのものは新規要介護認定より要⽀援・要介護なしの⽅が多く，改善したものは新規要介
護認定が多かった．基本チェックリストの変化による総死亡者数については，解析対象者
を⽣存群，総死亡群に分けた場合，調整済残差より全ての領域において変化なしのものは
総死亡者より⽣存者が多く，「運動機能」，「栄養」，「閉じこもり」，「うつ」において悪化し
たものは⽣存者より総死亡者が有意に多かった．また，「認知機能」 においては改善した
ものは有意に総死亡者が多かった． 
Cox ⽐例ハザード分析の結果では，新規要介護認定には「運動機能悪化」，「栄養悪化」，
「閉じこもり改善」，「閉じこもり悪化」，「認知機能改善」，「認知機能悪化」，「う
つ悪化」，総死亡には「栄養悪化」，「閉じこもり悪化」において有意にリスクが⾼かっ
た． 

 
Ⅴ．考察  

基本チェックリストの悪化も新規要介護認定と関係すると考えられたため，基本チェッ
クリストを継続的に評価指標として使⽤することが有⽤ではないかと考えられた．総死亡
の検討においても，基本チェックリストの悪化は有意に多く，基本チャックリスト総合点
によるフレイルの転帰 8)や健康寿命の喪失に関係する 12)とされているため，「栄養悪化」
と「閉じこもり悪化」において要介護だけでなく，総死亡への関連を考慮して，基本チェ
ックリストの変化を注視する必要があると考える． 
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第４章 第３研究  
地域在住⾼齢者における介護予防事業（⾃主グループ・短期集中型予防サービス）への参加
の効果検証 
 
Ⅰ．⽬的  

地域在住⾼齢者が介護予防事業への参加の有無によって，要介護・総死亡の転帰に影響
があるか解析対象について基本チェックリストを⽤いて傾向スコアマッチングを⾏って
抽出し，介護予防の効果を検討する． 

 
Ⅱ．対象  

ベースラインを 2013 年度，2014 年度に基本チェックリストへの回答が得られ，質問
項⽬の回答に 1項⽬以上に⽋損があるものを除いた地域在住⾼齢者 47,031名とした．介
護予防事業への参加の有無を⽬的変数，年齢，性別，基本チェックリスト各領域の該当
項⽬数を独⽴変数としたロジスティック回帰分析を⾏い，傾向スコアを算出し，予防事
業ごとにマッチングを⾏った．基本チェックリスト各領域の該当項⽬数については，各
領域の該当の合計を点数化したものを⽤いた．傾向スコアマッチングを⾏った結果の解
析対象を下記に⽰す． 

  ⾃主グループの解析対象者 
・⾃主グループの新規要介護認定の検討 
988名（⾃主グループ参加者 494名，⾮参加者 494名） 

・⾃主グループの総死亡の検討 
  1,126名（⾃主グループ参加者 563名，⾮参加者 563名） 
 短期集中予防サービスの解析対象者 

  ・短期集中予防サービスの新規要介護認定の検討 
   694名（短期集中予防サービス参加者 347名，⾮参加者 347名） 
  ・短期集中予防サービスの総死亡の検討 
   714名（短期集中予防サービス参加者 357名，⾮参加者 357名） 
 
Ⅲ．⽅法  
① 転帰 

・新規要介護認定 
2015 年度から 2017 年度における新規の要⽀援・要介護認定をカテゴリーとして
「要⽀援・要介護なし」，「要⽀援・要介護認定」とした． 

・総死亡 
2015 年度から 2017 年度における死亡をカテゴリーとして「⽣存」，「総死亡」と

した． 
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② 解析⽅法 
    ⾃主グループへの参加の有無，短期集中予防サービスへの参加の有無が 3 年間の

転帰に影響があるか検討するため，Cox ⽐例ハザード分析及び，転帰イベント⾮発⽣
者の割合の変化を Kaplan-Meier法を⽤いた．  

 
Ⅳ．結果 

⾃主グループの対象において新規要介護認定の検討では，参加者 494 名（男性 234 名，
⼥性 260名），不参加者 494名（男性 234名，⼥性 260名），平均年齢は参加者 72.2歳（標
準偏差 5.4歳），不参加者 72.2歳（標準偏差 5.4歳)であった．2015 年度から 2017 年度の
3 年間における新規要介護認定者は 51名（5.2％）であった．総死亡の検討では，参加者 563
名（男性 263名，⼥性 300名），不参加者 563名（男性 263名，⼥性 300名），平均年齢は
参加者 72.6歳(標準偏差 5.7歳)，不参加者 78.3歳（標準偏差 3.6歳）であった．2015 年度
から 2017 年度の 3 年間における総死亡は 46名（4.1％）であった．転帰を⽬的変数とした
Cox ⽐例ハザード分析，Kaplan-Meier 法の結果，新規要介護認定の検討，総死亡の検討共
に⾃主グループへの参加が新規要介護認定，総死亡を減らす要因にはならなかった． 

短期集中予防サービスの対象において，新規要介護認定の検討では，参加者 347 名（男
性 90名，⼥性 257名），不参加者 347名（男性 90名，⼥性 257名），平均年齢は参加者 74.4
歳（標準偏差 5.4歳），不参加者 74.4歳（標準偏差 5.4歳)であった．2015 年度から 2017 年
度の 3 年間における新規要介護認定者は 105名（15.1％）であった．総死亡の検討では，参
加者 357名（男性 96名，⼥性 261名），不参加者 357名（男性 96名，⼥性 261名），平均
年齢は参加者 74.6歳(標準偏差 5.5歳)，不参加者 74.6歳（標準偏差 5.5歳）であった．2015
年度から 2017 年度の 3 年間における総死亡は 30名（4.2％）であった．転帰を⽬的変数と
した Cox ⽐例ハザード分析，Kaplan-Meier 法の結果，新規要介護認定の検討においては，
「短期集中予防サービス参加の有無」（ハザード⽐＝2.93，95％信頼区間：1.91−4.51，p<0.05）
となり, 短期集中予防サービスへの参加が新規要介護認定に対する有意なリスクとなった．
総死亡の検討においては短期集中予防サービス参加が総死亡を減らす要因にはならなかった． 
 
Ⅴ．考察  
 短期集中予防サービスの効果については，運動機能など機能⾯の向上は直接的に ADL，
IADLなどの⽣活機能の改善に結びつきづらく 11,16,19)，役割や社会活動参加などに結び付け
ていけるかどうかが⻑期的な介護予防には重要である．⾼齢者⾃⾝が予防⾏動を継続でき
る効果的な働きかけや⽀援や社会的役割への⽀援が必要 20,21)であると考える．また短期集
中予防サービス対象者の中には機能維持・悪化するもの多く含まれる 2,23)．さらに予防事業
参加者は，各事業所で予防事業に参加することで，社会的資源に接しやすく介護保険認定申
請を⾏いやすい環境である 24,25)．要介護認定者の中には，在宅介護サービスの過少利⽤が⾼
頻度で発⽣していることが⽰唆されており 27)の可能性があり，介護保険申請においても，



 9 

過少申請の可能性が考えられる．  
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第 5 章 総合考察・結論 
 基本チェックリストの各領域を⽤いて中⻑期的な健康寿命の喪失の予後予測としても活
⽤可能であり，医学の発展によって寿命の延⻑，死因別の予後 8,9)が延⻑され，疾患の寄与
率が低くなっているため，総死亡の予後予測としても有⽤な基本チェックリストの⼀部は，
地域在住⾼齢者に対して⻑期的に⼀次予防から 3 次に予防の広い範囲の転帰に対応した評
価指標となる．また，単発的な評価による転帰予測だけでなく，継続的な評価指標として基
本チェックリストの利⽤が望まれる．⼆次予防事業の効果としては，介護予防の本質である
地域在住⾼齢者の⽣活の質に対しては，すでに要介護認定に該当する可能性が⾼いハイリ
スク対象者を介護保険申請へ繋げることで，介護予防効果があったのではないかと考えた． 
現在，介護予防事業の介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業において地域在住⾼齢者の⼀般

予防事業対象者選定のため基本チェックリストが使⽤されている．⽣活機能の低下の可能
性がある⾼齢者を早期に把握し，介護予防・⽇常⽣活⽀援総合事業へつなげるための評価ツ
ールとなっている．基本チェックリストによるチェックの対象となる⾼齢者は，要⽀援の認
定を受けている認定更新対象者，要介護予防給付サービスの利⽤を必要としない⽅，基本チ
ェックリストによる事業対象者認定を希望する⽅など幅広いく，介護予防・⽇常⽣活⽀援総
合事業において，サービス利⽤までの流れにおいて基本チェックリストを介した事業への
振り分けが⾏われている．そのため，地域在住⾼齢者において基本チェックリストを実施す
る機会，基本チェックリストを⽤いて評価が可能な機会は多いと考える． 

⾃主グループにおいては，参加者が機能能⼒レベルの⾼い⾼齢者の可能性あり，サポー
ターや専⾨職による定期的な活動内容の負荷の検討や機能レベル別のプログラムの提供な
どが必要であると考えられる．また，基本チェックリストの要介護リスク判定該当に運動機
能低下以外が該当していることから，運動機能以外の要介護リスク対する活動内容の検討
が必要と考える． 

短期集中予防サービスにおいては，機能的な改善が得られた対象者，機能維持・悪化す
る対象者に分けられる．さらにサービス終了後の介護保険申請理由，要介護認定の要因の検
討により，予防事業の効果が明確になると考える．  
 
＜結論＞ 

地域在住⾼齢者の健康増進・介護予防を促すため，介護予防・⽣活⽀援サービス事業対象
者の選定に⽤いられている基本チェックリストの新たな活⽤法として，中⻑期的な転帰予
測，縦断的な変化の転帰予測への活⽤，介護予防の効果検証について検討した． 
 中⻑期的な転帰予測としては，基本チェックリストの各領域は有⽤であり，継続的な活⽤
の必要性と共通するリスク要因である「運動」，「認知」は早期からの予防の重要性が⽰唆さ
れた． 
 縦断的な変化の転帰予測への活⽤としては，基本チェックリストの各領域の悪化は，地域
在住⾼齢者の転帰に関する評価指標として継続的に使⽤することが有⽤ではないかと考え
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られた．特に「栄養悪化」と「閉じこもり悪化」において要介護だけでなく，総死亡への関
連を考慮して，基本チェックリストの変化を注視する必要がある． 
 介護予防の効果検証としては，⾃主グループへの参加は，転帰に対する予防効果はみられ
なかったが，介護予防効果として機能的な維持はされていると考える．  

短期集中予防サービスは，参加者にはハイリスク⾼齢者だけでなく，すでに要介護認定に
該当されるべき対象者も多く含まれており，予防事業への参加⾃体が，新規要介護者の抽出
や，要介護重度化への予防になっている可能性が⽰唆された．予防事業共通して，単独の機
能改善プログラムだけでなく，様々な機能の低下に合わせた複合的な介⼊プログラムによ
り，⽣活機能の改善，⽣活の質に向けた介⼊プログラムの検討が必要である． 
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